
平成２３年１２月 

 

 

暴力団排除条項の見直し等に伴う当座勘定規定の一部改正について 

 

 

大阪府信用農業協同組合連合会では、「企業が反社会的勢力による被害を防止するための

指針」（平成 19年 6月 19日犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ）を踏まえ、平成 22年 10月 1

日より、当座勘定規定・普通貯金規定・普通貯金無利息型（決済用）規定に反社会的勢力

との取引拒絶および取引者が反社会的勢力であった場合の契約解除の条項を盛り込んでお

ります。 

 

今般、警察庁および金融庁から、暴力団を中核とする反社会的勢力が、暴力団の共生者

等を利用しつつ不正に融資等を受けることにより資金獲得活動を行っている実態に鑑み、

より適切かつ有効に対処するため、当座勘定取引における暴力団排除条項をより明確化す

ることが望ましいとの要請があり、反社会的勢力の排除を一層適切かつ有効に行えるよう、

当座勘定規定を平成 24年 1月 4日より一部改正することといたします。 

 

改正内容の詳細については、以下の新旧対照表をご覧ください。 

大阪府信用農業協同組合連合会では、今後とも反社会的勢力との関係遮断につとめてま

いります。 

 

※ 一部改正後の規定につきましては、既にお取引のお客様にも適用いたします。 

 



当座勘定規定新旧対照表 

（改 正 後） （改 正 前） 
1.（当座勘定への受入れ） 
(1) 当座勘定には、現金のほか、小切手、手形、利札、普通為替

証書、配当金領収証その他の証券で直ちに

 (2)～（4）（省略） 

取立てのできるもの
（以下「証券類」という。）も受入れます。 

 
2～4（省略） 
 
5．（受入証券類の不渡り） 
（1） 前３条によって証券類による受入れまたは振込みがなされた

場合に、その証券類が不渡りとなったときは、直ちにその旨を
本人に通知するとともに、その金額を当座勘定元帳から引落し、
本人からの請求があり次第

（2）（省略） 

その証券類は受入れた店舗、または
振込みを受付けた店舗で返却します。ただし、第４条の場合の
不渡証券類は振込みをした第三者に返却するものとし、同条第
１項の場合には、本人を通じて返却することもできます。 

 
6～7（省略） 
 
8．（手形、小切手用紙） 
（1）（省略） 
（2）  当店を支払場所とする為替手形を引受ける場合には、預貯金

業務を営む金融機関の交付した手形用紙であることを確認して
ください。 

（3）～（4）（省略） 
 
9～10（省略） 
 
11.（過振り） 
（1） 第９条の第１項にかかわらず、当会の裁量により支払資金を

こえて手形、小切手等の支払をした場合には、当会からの請求

1.（当座勘定への受入れ） 
(1) 当座勘定には、現金のほか、小切手、手形、利札、郵便為替

証書、配当金領収証その他の証券でただちに

 (2)～（4）（省略） 

取立てのできるも
の（以下「証券類」という。）も受入れます。 

 
2～4（省略） 
 
5．（受入証券類の不渡り） 
（1） 前３条によって証券類による受入れまたは振込みがなされた

場合に、その証券類が不渡りとなったときは、ただちにその旨
を本人に通知するとともに、その金額を当座勘定元帳から引落
し、本人からの請求がありしだい

（2）（省略） 

その証券類は受入れた店舗、
または振込みを受付けた店舗で返却します。ただし、第４条の
場合の不渡証券類は振込みをした第三者に返却するものとし、
同条第１項の場合には、本人を通じて返却することもできます。 

 
6～7（省略） 
 
8.（手形、小切手用紙） 
（1）（省略） 
（2）  当店を支払場所とする為替手形を引受ける場合には、預（追

加）

（3）～（4）（省略） 

金業務を営む金融機関の交付した手形用紙であることを確
認してください。 

 
9～10（省略） 
 
11.（過振り） 
（1） 第９条の第１項にかかわらず、当会の裁量により支払資金を

こえて手形、小切手等の支払をした場合には、当会からの請求



（改 正 後） （改 正 前） 
があり次第直ちに

(2)～（5）（省略） 

その不足金を支払ってください。 

 
12～14（省略） 

 

15.（届出事項の変更） 

(1) 手形、小切手、約束手形用紙、小切手用紙、印章を失ったと

き、または印章、（削除）

(2) 前項の届出の前に生じた損害については、

名称、商号、代表者、代理人、住所、

電話番号その他届出事項に変更があったときには、直ちに書面

によって当店に届出てください。 

（削除）

(3)（省略） 

当会は責

任を負いません。 

 

16～22（省略） 

 

23.（解  約） 

（1）（省略） 

（2） この当座勘定は、各号のいずれにも該当しない場合に利用す

ることができ、各号の一にでも該当する場合には、当会はこの

当座勘定の開設をお断りするものとします。また、前項のほか、

次の各号の一にでも該当し、当会が取引を継続することが不適

切である場合には、当会はこの取引を停止し、または解約の通

知をすることによりこの当座勘定を解約することができるもの

とします。

① 当座勘定開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告を

したことが判明した場合 

なお、この解約によって生じた損害については、当

会は責任を負いません。また、この解約により当会に損害が生

じたときは、その損害額を支払ってください。 

② 本人が、

があり

暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５

年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋

等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他

しだいただちに
(2)～（5）（省略） 

その不足金を支払ってください。 

 
12～14（省略） 

 

15.（届出事項の変更） 

(1) 手形、小切手、約束手形用紙、小切手用紙、印章を失ったと

き、または印章、氏名

(2) 前項の届出の前に生じた損害については、

、名称、商号、代表者、代理人、住所、

電話番号その他届出事項に変更があったときには、直ちに書面

によって当店に届出てください。 

当会に過失がある

場合を除き、
(3)（省略） 

当会は責任を負いません。 

 

16～22（省略） 
 

23.（解  約） 

 (1)（同左）  

(2) この当座勘定は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号Ａか

らＥのいずれにも該当しない場合に利用することができ、第１

号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する

場合には、当会はこの当座勘定の開設をお断りするものとしま

す。また、前項のほか、次の各号の一にでも該当し、当会が取

引を継続することが不適切である場合には、当会はこの取引を

停止し、または解約の通知をすることによりこの当座勘定を解

約することができるものとします。

 
（追加） 

① 当座勘定開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告を

したことが判明した場合 
② 本人が、

 

（追加）次のいずれかに該当したことが判明した場         

合 



（改 正 後） （改 正 前） 
これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という。）に

該当し、または次のいずれかに該当することが判明した場合 
Ａ 

Ｂ 

暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有

すること 

Ｃ 

暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる

関係を有すること 

Ｄ 

自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的また

は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴

力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

Ｅ 

暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与

するなどの関与をしていると認められる関係を有すること 
役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等

と社会的に非難されるべき関係を有すること 

③ 

（削除） 
本人が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも

Ａ 暴力的な要求行為 
該当する行為をした場合 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 
Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる

行為 
Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当会の信

用を毀損し、または当会の業務を妨害する行為 
Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 (3)～(4)（省略）  
 
24.（取引終了後の処理） 
(1)（省略） 

（2）前項の場合には、未使用の手形用紙、小切手用紙は直ちに

 

当店
へ返却するとともに、当座勘定の決済を完了してください。 

25（省略） 

 
 

Ａ 

 
暴力団 

Ｂ 

 
暴力団員 

Ｃ 

 
暴力団準構成員 

 
Ｄ 

 
暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集

団等 

③ 

Ｆ その他前各号に準ずる者 
貯金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に

Ａ 暴力的な要求行為 

該当する

行為をした場合 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 
Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる

行為 
Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当会の信

用を毀損し、または当会の業務を妨害する行為 
Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 (3)～(4)（同左）  
 
24.（取引終了後の処理） 
(1)（省略） 
（2）前項の場合には、未使用の手形用紙、小切手用紙はただちに

 

当
店へ返却するとともに、当座勘定の決済を完了してください。 

25（省略） 



（改 正 後） （改 正 前） 
26.（個人信用情報センターへの登録） 

個人取引の場合において、次の各号の事由が一つでも生じたとき
は、その事実を銀行協会の運営する個人信用情報センターに５年間
（ただし、下記第３号の事由の場合のみ６か月間）登録し、同セン
ターの加盟会員ならびに同センターと提携する個人信用情報機関の
加盟会員は自己の取引上の判断のため利用できるものとします。 

 (1)～(3)（省略） 
 
27.（成年後見人等の届出） 
(1)～(3)（省略） 
(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様
に、直ちに書面によって

  (5)（省略） 
当店に届出てください。 

 
28.（保険事故発生時における本人からの相殺） 

  

(1) この貯金は、当会に農水産業協同組合貯金保険法の定める保

険事故が生じた場合には、本条各項の定めにより相殺すること

ができます。なお、この貯金に、本人の当会に対する債務を担

保するため、もしくは第三者の当会に対する債務で本人が保証

人となっているものを担保するために質権等の担保権が設定さ

れている場合にも同様の取扱いとします。 

   
(2) 相殺する場合の手続きについては、次によるものとします。 

   

① 相殺通知は書面によるものとし、複数の借入金等の債務が

ある場合には充当の順序方法を指定のうえ、当会に提出して

ください。ただし、この貯金で担保される債務がある場合に

は、当該債務または当該債務が第三者の当会に対する債務で

ある場合には本人の保証債務から相殺されるものとします。 

   

② 前号の充当の指定のない場合には、当会の指定する順序方

法により充当いたします。 

26.（個人信用情報センターへの登録） 

③ 第１号による指定により、債権保全上支障が生じるおそれ

がある場合には、当会は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の

状況等を考慮して、順序方法を指定することができるものと

個人取引の場合において、つぎ

 (1)～(3)（省略） 

の各号の事由が一つでも生じたと
きは、その事実を銀行協会の運営する個人信用情報センターに５年
間（ただし、下記第３号の事由の場合のみ６か月間）登録し、同セ
ンターの加盟会員ならびに同センターと提携する個人信用情報機関
の加盟会員は自己の取引上の判断のため利用できるものとします。 

 
27.（成年後見人等の届出） 
(1)～(3)（省略） 
(4) 前３項の届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様
に、（追加）

  (5)（省略） 
当店に届出てください。 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  （追加） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（改 正 後） （改 正 前） 
します。 

  

  

(3) 相殺する場合の借入金等の債務の利息、割引料、遅延損害金

等の計算については、その期間を相殺通知が当会に到達した日

までとして、利率、料率は当会の定めによるものとします。ま

た、借入金等を期限前弁済することにより発生する損害金等の

取扱いについては当会の定めによるものとします。 

 

(4) 相殺する場合において借入金の期限前弁済等の手続きについ
て別の定めがあるときには、その定めによるものとします。ただ
し、借入金の期限前弁済等について当会の承諾を要する等の制限
がある場合においても相殺することができるものとします。 

29.
（省略） 

（規定の変更等） 

 

（平成２４年１月４日現在） 

 
 
 
 
 
   （追加） 
 
 
 
 
 
 
 
28
（省略） 
.（規定の変更等） 

 
（Ｈ２２.１０） 

  
 
 

 

 


